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Abstract 

 After the end of the War, the Japanese private financial institutions were confronted 

with enormous difficulties. 

  The first difficulty was to decrease their deposit accounts in spite of increasing 

demand of funds, which was derived chiefly from the postwar confusion of Japanese 

economy and society. At the same time, Japanese . financial institutions suffered 

serious losses because of the cancelling , of the wartime indemnities by the Government 

in 1946. 

  The second difficulty was~ caused by the democratization policy of GHQ. In 1948 

GHQ directed that special banks, which had played an important role in long-term 

finance in prewar time, should be converted into commercial banks. However, the 

division of big banks did not go into effect, differing from the case of West Germany. 

  The postwar revision of the Japanese financial system was realized in full during 

the ,first half of 1950's. However, we should pay attention to. some important revision 

of the financial system in the second half of 1940's,too.

は じめに

第2次 世界大戦中、戦争の遂行を金融面か ら支 えることを第一義的な目的としてきた 日本の金
'融機関が

、戦争の終結によって大 きな転換を余儀な くされたのはい うまでもない。'戦時期におけ

る金融統制の中核にあった全国金融統制会は、終戦から1か .月余の9月 末に解散 した。.竜ちうん、

だからといって市中の金融活動の自由が復活 したわけではない。そこに'は、引続 き政府 ・日本銀

行による厳 しい規制があった。さらに、戦後 の特殊 な事情 として、.GHQの 存在があった。そ う

した状況の下での再出発は、・日本の金融にとって、明治に近代的金融制度が導入 されて以来の最

も大 きな変化であったといっても過言ではなかろう。そ うした日本の金融の再出発 ・再構成がど

のようにして行われたのか、その経過を考察することは、戦後 日本の金融の役割 と性格 を考える
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ワソ ・ステ ップとしての意味を持つのではないか。本稿が、終戦に伴 う市中金融機関の再出発を

取 り上げるのは、そ うした問題意識 によるものである。

本稿は、 まず前半において、市中金融機関が当時どのような環境の下に置かれていたかについ

て述べる。ついで後半においては、市中金融機関がそ うした環境にどのように対応 したかについ

て、各業態別に述べたい。

墨.市 中金 融機 関 を取 り巻 く環 境

いうまでもないことであるが、終戦から数年の期間は、あらゆる面で極めて特異な時期である。
これを、市中金融機関を取 り巻 く環境 とい う点からいえば、次の3点 について考察することが重

要である。 まず第一は、当時の金融情勢 とそれに対す る政策当局の対応である。金融機関、とく

に銀行の行動は、その時々の金融情勢を無視 しては語 りえないか らである。第二に、金融制度改

革に関する連合軍最高司令部(GHQ)の 占領政策である。金融制度改革に関する占領政策は、

かな り複雑な動 きを示 したとはいえ、占領初期の段階から、市中金融機関のあ り方にかなり大 き

な影響を及ぼしている。第三 に、戦時補償打切 りの影響である。 またこの措置に伴 う、企業 ・金

融機関双方の再建 ・整備策 も講 じられた。

以下、これ らの問題を順次、取 り上げていきたい。

1)終 戦後の金融情勢 と政策当局の対応1)

戦争 による被害 と終戦に伴 う社会混乱によって、 日本の生産活動は急激:に低下 し、著 しい諸物

資の欠乏、闇取引の横行、激 しいイソフレーショソが始まった。そ こに、財産税や通貨措置が実

施され るだろうという噂が流れたこともあって、金融機関から大量の預貯金が流出するとい う現

象が生 じた。これは国民の当然の自衛行動ではあったが、 こうした状況を放置すれば、金融 シス

テムのみならず、経済全体、国民生活に深刻な事:態が生 じる危険があった。そ うした危機的状況

を救 ったのが、昭和21年(1946年)2月 の 「金融緊急措置」である。

この ドラスティックな措置によって、金融機関は安定を回復 し、イソフレーショソもかなり鎮

静化 したかにみえたが、 しか し、それは一時的な効果 にす ぎなかった。この間、日本銀行は信用

の抑制 によって、なんとかイソフレーショソの進行を食い止めようとしていたが、他方で財政部

門から民間部門へ大量の資金散布が続いていたこともあって、その効果を上げることはできなかっ

た。 こうした状況に対 し、政府部内には、経済再建のための方策と して、まず重要産業に重点的

に資材 と資金を供給すべきであるという声が高まり、政府 ・日本銀行は、一方でイソフレーショ

ソ対策 として信用抑制策を採 りなが ら、他方で重要産業向けの信用を供給するとい う、いわば二

正面作戦を展開 した。

全体 としての信用供給を抑制 しなが ら、他方で重要産業向けのみに潤沢な資金を供給するとい

うことは、なかなか困難なことである。 こうした二正面作戦を可能にしたのは、政府 ・日本銀行

による金融統制であった。戦時期における厳 しい金融統制は、形 と方法を変えた ものの、基本的
には戦後も持続 されたのである。 こうして戦後の金融調節は、いろいろな問題点を内包 しながら

も、一定の成果を収めることに成功 した。

2)金 融制度改革に関する占領政策

戦後における日本の金融再編成の方向を決めるに当たって、連合国の占領政策は極めて大きな
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影響を及ぼした。まず、連合国の対 日占領の初期方針は、 日本の非軍事化と民主化を目的 として

いたが、GHQは この方針に沿 って占領開始間 もない昭和20年(1945年)9月 、日本政府に対 し

「外地銀行、外国銀行 および特別戦時機関 のの閉鎖に関す る覚 え書」(Memorandum:Closing

ofColonialandForeignBanksandSpecialWartimeInstitutions)を 発 し、この覚 え書に

列挙された機関(以 下、閉鎖機関とい う)の 閉鎖を命 じた2)。 これ らの閉鎖機関には、①朝鮮銀

行、台湾銀行など外地銀行の内地支店 ・事務所、②満州中央銀行、中国銀行など日本の勢力下に

あった外国銀行の在 日事務所、③戦時金融金庫、資金統合銀行など戦時中に設けられた機関、④

南満州鉄道、東洋拓殖など海外開発 ・拓殖機関、が含まれている。これは、日本の敗戦 に伴 う必

然的結果であった。

占領政策の目標である 「経済民主化」の具体的施策は、財閥解体と経済力集中排除であったが、

これらの政策は昭和20年 代前半の金融制度改革についてはもちろん、さらにひろく、戦後の 日本

経済のあ り方に大 きな影響 を及ぼした。もっとも、 日本の金融制度をどのように改革すべきかに

ついては、GHQ内 部あるいはGHQと アメリカ本国の間で複雑な意見の対立があったこともあっ

て、具体的な改革はやや中途半端に終わったとい う面があった ことは否定できない。それでも、

特別銀行制度の廃止、金融 と証券の分離など、当時の金融制度改革がその後の日本の金融のあり

方に一定の方向を与えたとい う側面は、決 して小 さいものではなかった3)。

3)戦 時補償打切 りと金融機関再建整備

戦争が終わった時、政府は軍需会社や保険会社な:どに対 し、総額565億 円の戦時補償債務を負っ

ていた4)。 これは、昭和20年 度一般会計歳入の2.4倍 という膨大な額であった。 したがって、 こ

れが戦後財政の運営にとって極めて大 きな負担であることは明 らかであった。 しか し、万一 これ

が支払われないことになれば、債権を持つ旧軍需会社や保険会社 はもとより、金融機関とくに大

銀行にとっても、多額の旧軍需会社への貸付が不良化する危険があったから、その影響は深刻で

あった。そうなれば、平和経済への転換、経済の再建 ・復興はおろか、経済破綻の危険す らある

ともいわれた。 しかも現実に戦後イソフレーショソが急速に進行 し始めたから、戦時補償を支払

うべきか否かは大 きな政策論争 となった。 このように戦時補償問題は、政府にとって極めて扱い

の難 しい問題であった。当初、政府はこの補償債務を支払 う方針であった。 しかし、GHQの 意

向は昭和21年4月 頃から次第に補償打切 りの方向に傾 き、結局、同年7月 、全面打切 りに決定 し

た。具体的には、戦時補償債務を一応名 目的に支払 うが、同時に100%の 課税を行 って実質的に

は補償 を打ち切 る、とい うものであった5)。

この措置に伴 う金融措置 として、政府はまず、昭和21年8月 、金融緊急措置令施行規則を改正

するとともに、金融機関経理応急措置法および会社経理応急措置措置法を、また同年10月 、金融

機関再建整備法および企業再建整備法を公布施行 した。これ らは、戦時補償打切 りによって直接・

間接に被る金融機関 ・企業の損失を合理的かつ円滑に処理 しよ うとしたものである。.まず、金融

緊急措置令施行規則の改正によって、それまでの封鎖預金は第一封鎖預金 と第二封鎖預金に分け

られた。第一封鎖預金には、昭和21年8月11日 以降に封鎖支払(手 形 ・小切手等による封鎖預金

への振替 ・振込の方式による支払い)に より生 じた ものと一定限度以下の預貯金(最 高限度、法

人については15千 円、個人については一世帯当た り32千円)が 含め られ、それ以外は第二封鎖預

金 とされた。 さらに第二封鎖預金はその時点で凍結 され、23年3月 末の金融機関再建整備の最終

処理完了とともに、そのかなりの部分が切 り捨て られ ることになった くただ し、第二封鎖預金に

ついても租税納付など若干の例外的なケースについては支払 いが認め られた)。 この措置によっ
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て第二封鎖預金に区分された全国銀行預金は、21年8月 末で287億 円(預 金総額の20 .5%)で あっ

た。次 に、特に指定された企業(特 別経理会社)の 勘定を新旧の二つに分離 し、新勘定には民需

向け事業活動に必要な資産を残 し、他の資産は旧勘定 に所属させて戦時補償打切 りによる損失が

確定す るまで棚上げすることに した。金融機関の勘定 について も同様な考え方で、新勘定 には現

金、国債、地方債、金融機関に対する債権、第一封鎖預金、自由預金、金融機関からの債務等を

残 し、その他の資産 ・負債は旧勘定に所属 させ、勘定分離後の業務は新勘定で行 うことにした6)。

その後、前述の金融機関再建整備法により、金融機関の再建整備を目的とした最終的経理処理

を行 うための資産 ・負債の評価替 え作業が進められた。 この間、金融機関の再建整備 の方針はか

な り大 きく変化 し、金融機関再建整備法の改正が6次 にわたって行われた。その中でもっとも大

きな問題は、再建整備に伴 う金融機関の資本金をどうするかとい うことであった。当初の方針で

は、①資本金が減少す る金融機関については、新 旧勘定合併後の事業について整備計画書の作成

し(増 資存続、事業譲渡、合併、解散など)主 務大臣の認可を受ける(金 融機関再建整備法第39

条)、 ②資本金全額切捨てになる金融機関については、新勘定事業の全部を新金融機関(い わゆ

る第二銀行)等 、他の金融機関に譲渡 して解散す ることになっていた(同 法第26条)。 しかしそ

の後 この方針は変更されて、資本金全額切捨ての金融機関についても、解散 させずに存続 させる

道を開 くことになった。ところが、 こうした再建整備 に伴 う増資の扱いについては、GHQ・ との

交渉が難航 し、その結論がでたのは昭和23年5月 である。結果的に同年3月 末となっていた再建

整備の処理は事実上遅延 した。その際の確定損の負担には、①確定益(旧 勘定の再評価益その他)

の全額、②旧勘定の積立金の全額、③ 旧勘定の資本金の9割 、④ 旧勘定の預金の7割 、⑤資本金
の残余部分、といった順序で当て られ7)、それでもなお損失が生 じる場合は政府 による補償が行

われた(表1)。 なお、旧勘定に属する資産負債 について生 じた利益金を処理するために 「調整

勘定」 が設けられたが、その 「調整勘定」が閉鎖 されて、金融機関再建整備が最終的 に完了した

のは、昭和34年(1959年)3 ,月末である8)。

(表1)
金融機関再建整備最終処理状況

(単位 ・百万円)

銀 行*

無 尽 会 社

市街地信組

金 庫**

保 険 会 社

府県農業会

確定損

(A)

確 定 損 の 負 担 内 訳 政府補償

(A)一(B)確定益 積立金 資本金 整理債務 指定債務 計(B)
27,490

625

606

4,583

7,875

2,868

6,205

75

43

38

1,359

172

1,308

10

25

12

79

50

1,581

36

70

147

59

ユ09

17,998

48

144

116

2,508

25

30

1

1

1

7

2

27,122

170

283

314

4,012

358

368

455

323

4,269

3,864

2,510

合 計 44,047 7,892 1,484 2,002 20,839 42 32,259 12,193***

*信 託会社を含む。

**農 林中央金庫、商工組合中央金庫

***こ の計数には市町村農業会に対する政府補償404百万円を含む。

なお市町村農業会も再建整備の対象であったが、その確定損 ・負担内訳の計数は不明。

以上の結果、政府補償をうけた銀行 ・組合等の数は下記のとおり。
普通銀行1行 、貯…蓄銀行3行 、信託会社1社 、金庫2庫 、無尽会社37社、市街地信用組合200組合、
生命保険会社18社、損害保険会社1社

(資料)大 蔵省財政史室 『昭和財政史 終戦から講和まで』(13)p.302,p.305
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II.終 戦後における市中金融機関の対応

以上のような 目まぐるしい環境変化に対 し、各市中金融機関はどのように対応 したか。 この点

について、以下、業態別 にその動 きをみてい くことにしよう。

1)普 通銀行

「普通銀行」 とい うのは、 「銀行法」(昭 和2年 公布)に よって設立された民間金融機関であ

る。終戦直後の昭和20年(1945年)末 で、その数 は61行 、その預金総額は1,023億 円であ った

(末尾、別表)。 普通銀行が 日本の金融機構のなかで中核的な存在であることは疑いないが、こ

の資金量が当時の 日本の金融市場においてどの程度の比重を持 っていたかを確定することは必ず

しも容易ではない。ただいまか りに、当時、 日本銀行統計局が作成 していた 「主要金融機関資力

及 ビ投資一覧」の同時点における 厂資力」総額(政 府金融を含む、重複勘定を除く)と 対比する

と、その比率は47%と なる9)。さらに この 「普通銀行」は、当時 「八大銀行」と 「地方銀行」に

分類 されることが多かった。昭和20年 末で、前者は、帝国、三菱、住友、安田、三和、野村、東

海、神戸の8行 を、後者はそれ以外の53行 を指 していた10)。

同じ普通銀行 といって も、入大銀行と地方銀行では、その業容にかな りの差がある。このこと

を昭和20年 末の勘定面から確認 してみよう(表2)。 まず預金量について八大銀行全体 と地方銀

行全体を比較す ると、その割合はほぼ6:4と なる。 これを1行 平均でみると、八大銀行の80億

円に対 し地方銀行は7億 円で、規模の差は歴然たるものがある。ついで預金を種別にみると、八

大銀行の場合、地方銀行に比 し普通預金、定期預金の比重が低 くなっている。これは、八大銀行

では企業取引の比重が相対的に高いの対 し、地方銀行では相対的に個人取引の比重が高いか らで

ある。 こうした取引先層の差は資金運用面に も表れてお り、八大銀行では貸出の比重が高 く、有

価証券投資の比重が低いのに対 し、地方銀行では反対である。 さらに両者の勘定を比較 して 目に

つ くのは、八大銀行の借入金依存が著 しく高い ことである。 この借入金の大部分は日本銀行から

のものであった。なぜ八大銀行の借入金依存がこんなに高いかといえば、後述のように終戦直後

の預金流出が大 きかったとい う特殊な事情 もあったが、より基本的には八大銀行が、戦時期にお

いて、軍需産業向け融資 に注力せざるをえなかったからである11)。後に、 日本の金融構造の特

(表2)
昭和20年末の普通銀行主要勘定

(単位 ・百万円,%)

八大銀行
比率*

地方銀行
比率*

普通銀行計
比率*

預 金 64,134 67.9 38,214 87.4 102,348 74.1

(う ち 当 座) (6,547) (6.9) (3,351) (7.7) (9,898) (7.2)

(〃 普 通) (15,717) (16.6) (12,306) (28.1) (28,023) (20.3)

(〃 定 期) (18,691) (19.8) (14,034) (32.1) (32,725) (23.7)

借 入 金 23,636 25.0 1,817 4.2 25,453 18.4

貸 出 59,869 63.4 12,182 27.9 72,051 52.2

有 価 証 券 19,947 21.1 22,904 52.4 42,851、 31.0

(う ち 国 債) (17,162) (18.2) (17,989) (41.1) (35,151) (25.4)
コ ー ル ・ ロ ー ソ 79 0.1 121 0.3 200 0.1

*資 産(負 債)総 計に対する比率

(資料)日 本銀行統計局 『本邦経済統計』(1951年 報)
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(表3)
金融機関再建整備に伴う普通銀行勘定の変化

(単位 ・億 円)

昭 和 9年12月 末

戦 前

21年7月 末

新旧勘定分離前

23年4月 末

最終処理直後

23年12月 末

増資進捗後

資 産
現 金 4.5 38.3 306.5 676.3

預 け 金 3.5 62.0 96.3 185.3

コ ー ル ・ ロ ー ソ 3.7 14.4 10.3 39.6

有 価 証 券(A) 39.0 477.2 694.9 1,096.5

貸 出(B) 59.3 877.6 1,574.7 3,320.1

負 債 ・ 資 本

預 金(C) 94.4 1,219.6 2,277.1 4,636。7

借 入 金 5.1 222.9 345.0 440.9

払 込 資 本 金(D) 18.1 9ユ 5.4 127.2

(B)/(C) 62.9% 72.0% 69.2% 71.6%

(A+B)/(C) 104.1% 111.1% 99.7% 95.3%

(D)/(C) 19.2% 0.7% 0.2% 2.7%

(資料)大 蔵省財政史室 『昭和財政史
り作成

終戦から講和まで』(19)、 日本銀行統計局 『本邦経済統計』よ

色としてクローズアップされるオーバー ・ローソ現象は、このとき既に芽を出 していた。

また金融機関の再建整備によって、普通銀行のバラソス ・シー トがどのように変化 したかにつ

いてをみると、預貸率 ・預貸証率ともやや低下 したものの、それほど大 きな変化はなかった。た

だ、これを戦前(昭 和9年 末)と 比較すると、預貸率が上昇 し、増資後といえども過小資本に陥っ

ていることは否めない(表3)。

以下、終戦後に普通銀行が直面 した、特筆すべき事象について整理 しておこう。

イ)終 戦直後の預金流出

戦争が終わると、まず普通銀行は預金の大量流出化という現象に見舞われた。昭和20年9月 末

から金融緊急措置実施直前の翌21年(1946年)1月 末まで、普通銀行の預金総額は27億 円減少 し

た。 しかもこの間、戦争保険金の支払いに伴い特殊預金が38億 円増えているから、これを別にす

ると預金減少額は65億 円になる12)(表4)。 これは、終戦に伴 う国民の不安心理、戦後イソフ

レーショソの台頭、さらに予想 される通貨措置に対する自衛行動を反映 した ものとみることがで

きる。他方 この間Y銀 行の貸出は急増 した。 こうした傾向は大銀行にとくに著 しかったので、八

大銀行の資金 ポジショソは急速に悪化 し、 日本銀行からの借入れに対す る依存が高まった。 この

ような銀行の窮状を救 ったのは、21年2月 に実施された金融緊急措置による預金の急増である。

この時、各銀行は流入 した資金を日本銀行からの借入れ返済に当てたが、八大銀行の場合はその

返済が日銀借入れ残高の半分以下に止 まり、その後も日銀依存が続いた13)。

ロ)金 融機関再建整備に伴 う増資

前述の戦時補償打切 りに伴 う金融機関再建整理措置 による普通銀行の確定損は154億 円で、そ

の結果、多 くの銀行が資本金の一部ない し全額を切 り捨てた。大部分の銀行は資本金の9割 切捨

てを行 ったが、八大銀行の うち帝国、住友の2行 、地方銀行の うち羽後、庄内、山陰合同、羽前

長崎の4行 、計6行 は資本金全額の切捨てを行 った。逆 に資本金切捨てを全 く行わなかったのは、

青森商業、香住、佐賀中央、親和、高田農商の地方銀行5行 のみであった14)。
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(表4)
全国普通銀行預金月中増減

(単位 ・百万円)

そ の 他

種 類 当 座 普 通 通 知 定 期 (特殊預金 小 計 特 殊 合 計

を除く)

昭20/10 一593 一1
,049 十136 十261 十123 一1

,124 十2,388 十1,264

11 十185 一886 一34 十229 一64 一570 十1,101 十531

12 一928 一3
,448

一52 一93 十1,396 一3
,125 十280

一2
,845

21/1 十22 一1
,113 十892 一669 一796 一1

,664 十45 一1
,619

小 計 一1
,314

一6
,496 十942 一292 十659 一6

,483 十3,814 一2
,669

昭21/2 十1,403 十3,088 十30 一361 一485 十3,675 一50 十3,625

3 十3,082 十7,320 十1,913 十362 一30 十12,647 一36 十12,611

4 一55 一1
,189

一40 一1
,116

一88 一2
,488 十834 一1

,654

5 十413 十661 一367 一984 十481 十204 十3,705 十3,909

6 十1,647 十372 一251 一583 一259 十926 十970 十1,896

7 十1,116 十484 一678 一1
,472 十288 一262

十1,086 一
,829

(資料)日 本銀行調査局特別調査室 『満州事変以後の財政金融史』附属統計表四ノ第九表

このような資本金切捨てに伴い、銀行増資 の必要が生 じたのは当然である。再建整備 に伴 う増

資について、政府 とGHQの 交渉が難航 したのは前述のとお りであるが、GHQが 認めた増資計

画は、まず地方銀行 についての ものであった。この地方銀行の増資方針が最終的に決まったのは

昭和23年5月 で、その内容は①資本金を リスク ・アセ ッツ(純 資産から国債 ・手元現金 ・日銀預

け金を除いた額、なお純資産は総資産から調整勘定、再割引手形等を控除 した額)の10%以 上 と

することを 目標 とする、②ただ し、当面はこの比率を5%と する、③証券市場の状況により5%

の達成が無理な場合は3%で も認める、 とい うものであった。 なお、八大銀行および特殊銀行の

増資計画については、集中排除方針決定 まで待つように指示 された。その後同年7月 には、銀行

の 「過度経済力集中排除法」(昭 和22年12月 公布)適 用除外が正式に決定 したので、 これらの銀

行についても増資が可能になった15)。

ところで上記② ・③ は、大蔵省がGHQと 交渉 して最終的に認めさせた ものであった。 このこ

とは、政府 も当時の増資環境がなかなか厳 しいとみていたことを示すものである。確かにそれは

決 して易 しいことではなかったろうし、とくに増資交渉に当たった当事者の苦労は大 きかったで

あろう16)。 しかし結果的にみれば、増資は極めて順調に行われ、ほとんどの銀行が、24年3月

末現在で、上記、対 リスク・アセッツ比率5%水 準を達成 した。 この時点で5%水 準を達成でき

なかったのは、芸備 ・北陸など地方銀行12行 にすぎない。逆に山梨中央 ・清水 ・香住 ・因伯 ・高

田農商の5地 方銀行は、この時点ですでに10%水 準をクリアしていた17)。

このような普通銀行の増資後は、その株主構成を大 きく変 えることになった。例えば安 田銀行

(昭和23年10月 、富士銀行 と改名)の 場合についてみると、昭和20年9,月 末では、安田保善社 と

安田一族の持株が39%を 占めていたものが、財閥解体や再建整備に伴 う増資によって、24年3月

末では、筆頭株主が山一証券とな り、 しか もその持株比率は僅 か1%に すぎなくなった18)。 こ

れは財閥銀行の例であるが、株主構成の変化は地方銀行にもみられた。終戦までの地方銀行では、

地方の資産家や名望家が株主で、また役員で もあるとい う例が多かったが、戦後の財産税徴収 ・

農地改革によって、そ うした資産家が没落 し、再建整備を機に株主構成に大きな変化が生 じた例
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が少な くなかった。また財閥系地方銀行は、財閥保有株式が分散 した結果、財閥との資本関係を

解消 した(四 国銀行、大垣共立銀行)19)。

ハ)財 閥解体と銀行分割問題

前述のように、財閥解体は初期対 日占領方針のなかに含まれていたが、昭和20年10月 、GHQ

か ら、 日本側 が自発的に財閥の解体 ・清算にはいることを期待す るとの意向が示 された。そこで

日本政府は、21年8月 、持株会社整理委員会を発足 させ、財閥解体の作業に入った。具体的には、

持株会社整理委員会は、同委員会が指定 した持株会社および財閥家族が所有する有価証券を譲 り

受け(対 価は交付国債)、 それを一般市場および従業員に売却す るとい う方法で行われた。その

過程で、財閥本社および三井物産 ・三菱商事の両財閥系商社は解散を命 じられ、財閥家族 ・財閥

関係会社役員は追放 ・復職禁止の処分 をうけた。 こうして帝国 ・三菱 ・住友 ・安田の4普 通銀行

は、それぞれの財閥との関係を切断 され、・また財閥名の使用も禁止 された。このため前述の増資

後の新資本金による再出発を機に、23年10月 、三菱銀行は千代田銀行、住友銀行は大阪銀行、安

田銀行は富士銀行、野村銀行は大和銀行と、それぞれ行名を変更 した(な お、財閥名使用禁止は

昭和27年 に解除され、帝国 ・千代田 ・大阪の各行は、それぞれ三井銀行 ・三菱銀行 ・住友銀行の

名称 を復活 させた)。

日本経済民主化策 として財閥解体 と並んで重要な施策澄ったのは、経済力集中排除政策であっ

た。それを具体化 したのが、昭和22年12月 に制定された 「過度経済力集中排除法」である。 この

法律制定 については複雑な経過があるが20)、その金融面についていえば、この法律 を金融機関

に適用するかどうか、とい うことが大 きな問題であった。 もし、この法律の適用が決 まれば、大

銀行はい くつかの銀行に分割されることになる。GHQは すでに同年7月 、三井物産 ・三菱商事

両社の解体を指令 してお り、両社は同年11月 、それぞれ233社 、139社 に分割 されていた。また同

じ年、西 ドイツでは三大銀行の分割が行われた。 しか し日本側は、大銀行の分割 によって日本の

金融能力が低下することをおそれ、GHQに 対 し 「過度経済力集中排除法」を金融楼関に適用 し

ないよう働 きかけた。一方、アメリカ本国およびGHQ内 部においても、 この問題については必

ず しも意見が統一 されていなかった。その頃、アメ リカ ・ソ連両国が次第に対立するようにな り、

しかもその対立は急速に緊迫化 していった。 こうした国際情勢の変化はアメリカの対 日管理方針

にも影響 し、アメリカ側は日本経済の再建を急 ぐようになった。 こうした諸般の事情がどのよう

に絡んでいたかは必ず しも明らかではないが、結局、前述のように翌23年7月 、集中排除法を金

融機関に適用 しないことが、正式に決定 した。

ただ終戦時、預金量第1位 だった帝国銀行は、再建整備完了後の昭和23年10月 、三井系の(新)

帝国銀行と第一銀行に分離 した。その背景にGHQの 集中排除政策の影響が全 くなかったとはい

えないが、 この分離は集中排除政策によるものではない。実は、帝国銀行は戦時期の昭和18年

(1943年)、 巨額の軍需融資を供給する:態勢を作 りたいとい う政府の方針 によって、当時の三井

銀行 と第一銀行が合併 して誕生 したものであった。 しかし戦争が終わると、旧第一銀行側行員か

ら無理な合併 に伴 う不満の声が高まり、上述のような分離という結果に発展 したものであった21)。

二)地 方銀行の新設

経済力集中排除政策は独占禁止政策の一環、つまり競争促進政策であった。そ うした観点から、

GHQは 、普通銀行の新規参入を認めることによって、中小企業金融の円滑化を図 るとともに、

銀行の地方的独占状態を打破 しようと していた。当時、大蔵省事務当局は銀行の新設には消極的

であったが、池田(勇 人)蔵 相 はGHQの 方針を前向きに評価 し、昭和24年11月 の臨時国会での
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(表5)
戦後新設の地方銀行

銀 行 名 設 立 年 月
業 務 開 始

年 月
本 店 所 在 地

設 立 時

資 本 金 最 初の配 当期

昭30/3末

預 金 量

(百万円) (百 万 円)

東 北 昭25・10 昭25・11 盛 岡 市 30 6期(昭28上) 2,186

大阪不動 昭25・11 昭25・12 大 阪 市 50 4期(昭27上) 5,352

泉 州 昭26・1 昭26・2 大阪府岸和田市 30 6期(昭28上) 3,758

北 海 道 昭26・3 昭26・3 札 幌 市 100 8期(昭29上) 10,942

池 田 昭26・9 昭26・10・ 大阪府池 田市 35 4期(昭28上) 2,943

東京都民 昭26・12 昭26・12 東 京 都 125, 5期(昭28下) 11,867

千葉興業 昭27・1 昭27・3 千 葉 市 50 7期(昭29下) 3,151

武 蔵 野 昭27・3 昭27・4 埼玉県大宮市 100 7期(昭29下) 3,626

関 東 昭27・9 昭27・10 茨城県土浦市 50 12期(昭33上) 2,257

河 内 昭27・11 昭27・12 大阪府布施市 50 19期(昭36下 プ 2,506

筑 邦 昭27・12 昭28・2 福岡県久留米市 50 6期(昭31上) .2,099

富山産業 昭29・1 昭29・2 富 山県高 岡市 100 6期(昭33上) 1,068

(資料)地 方金融史研究会 『戦後地方銀行史(II)銀 行経営の展開』p.29、p.32

財政演説において、それ までの 「一県一行主義」を改めることを明かにした22)。 これは、戦前

からの銀行行政を転換 したものであった。

その結果、昭和25年(1950年)か ら29年(1954年)に かけて、12の 地方銀行が設立 された(表

5)。 こうした銀行の新設については、地元の商工業者団体(商 工会議所 ・商工会)や 自治体の

要望や支援 が必要であったが、東北銀行 ・東京都民銀行 ・大阪不動銀行の設立 に当たっては、地

元 自治体の熱心な支援があった。また、関東銀行(土 浦市)、 千葉興業銀行(千 葉市)、 大阪府

の大阪不動 ・泉州 ・池田 ・河内の4行 は、 「一県一行主義」に基づ く銀行合同によって、地元銀

行が消滅 したあとに設立されたものであった23)。

しかし昭和29年 になると、政府は銀行新設の目的はおおむね達成されたとして、以後当分の間、

銀行の新規参入を認めない旨を表明 した24)。 この方針は事実上、ごく最近 まで維持 されて きて

いる。

ホ)在 日外国銀行の業務再開

在 日外国銀行は、通常、普通銀行の概念には含められていないが、法的には 「銀行法」による

免許を うけた 「普通銀行」である。終戦時、 こうした在 日外国銀行はすべて店舗を閉鎖 していた。

しか しGHQと しては、占領軍諸機関および職員のための資金預託機関を必要としたので、昭和

21年3月 、外国銀行に対 し日本における支店業務を行 うことを認めることになり、その結果24年

9月 まで、10行 に営業免許が与えられた(表6)。 ただ、これらの外国銀行は日本の普通銀行と

は異な り、その業務は、当初、次の範囲に限定 されていた。

① アメリカ公金の一般的預託機関としての業務

② 占領軍要員からの預金の受入れ

③公的性質の送金または慈善資金の代 り金に相当す る円預金の受入れ

④ アメ リカ政府機関からの預金(民 需品売却代金)受 入れ

しかしその後、 日本で営業する外国企業への円融資など、その業務範囲は次第に拡張された25)。
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(表6)
在日外国銀行(昭 和24年11月 末)

国 籍 免許取得年月

ニ ュ ー ヨ ー ク ・ナ シ ョナ ル ・シ テ ィ銀 行

(NationalCityBankofNewYork)
アメ リカ 昭21年5月

印度支那銀行

(Banquedel'Indochine)
フ ラ ソ ス 昭21年10月

香 港 上 海 銀 行

(Hongkong&ShanghaiBankingCorporation)
イギ リス 昭22年7月

チ ャ ー タ ー ド銀 行

(CharteredBankofIndia)
イギ リス 昭22年7月

蘭 印 商 業 銀 行

(NederlandscheIndischeHandelsbank)
オランダ 昭22年7月

オ ラ ソ ダ商 業 銀 行

(NederlandscheHandelsmaatschappij)
オランダ 昭22年7月

ア メ リカ 銀 行

(BankofAmericaNationalTrust&Sav三ngsAssociation)
ア メ リカ 昭22年7月

チ ェ ー ス ・ナ シ ョナ ル 銀 行

(ChaseNationalBank)
ア メ リ カ 昭22年7月

中国銀行

(BankofChina)
中 国 昭22年10月

マ ー カ ソ タ イ ル 銀 行

(MercantileBank)
イギリス 昭24年4月

印 度 銀 行 噛

(BankofIndia)
イ ソ ド 昭24年11月

(資料)武 藤正明訳 『GH:Q日 本 占領史39金 融 』p.23

2)特 殊銀行(特 別銀行)

戦前 ・戦中を通 じて、特殊銀行ない し特別銀行といわれたのは、特別の法令に基づいて設立 さ

れた銀行で、終戦時には日本銀行 ・朝鮮銀行 ・台湾銀行 ・横浜正金銀行 ・日本勧業銀行 ・日本興

業銀行 ・北海道拓殖銀行 ・朝鮮殖産銀行の8行 を指 していた。このうち日本銀行は別 として、他

の7行 は終戦によって極めて深刻な影響をうけた。まず植民地銀行の朝鮮銀行 ・台湾銀行 ・朝鮮

殖産業銀行の3行 は、前述、昭和20年9月 のGHQ指 令によって閉鎖機関として処理 されること

になった。GHQは 、占領当初は特殊銀行制度をどう扱 うかについて明確な方針を持 ち合わせて

いなかったが、国家の特別の保護と監督のもとに特別 な権限を与えされた特殊銀行に奇異な感を

持 ち、 こうした制度は排除 されるべきである、と漠然 と考えていたといわれている。結局、昭和

23年(1948年)6月 になって、GHQか ら日本政府に対 し特殊銀行制度廃止の明確な方針が伝え

られた26)。

以下、この間、前述の植民地銀行3行 を除 く他の4行 が、 こうしたGHQの 方針にどのように

対処 したかについて述べよう(な お特殊銀行制度は、法律的には昭和25年3月 制定の 「日本勧業

銀行法等を廃止する法律」によって廃止された)。

イ)横 浜正金銀行から東京銀行へ

横浜正金銀行は、戦前 ・戦時期を通 じて為替 ・貿易金融を専門とする特殊銀行 として、70年 の

長い歴史を持 ち、とくに戦時期 には海外占領地域に大 きく業務を拡大 した。同行 は、前述の昭和

20年9月 のGHQ指 令では、閉鎖機i関の リス トには含 まれていなかったが、翌10月 、GHQか ら

普通銀行に改組するように勧奨 された。GHQは 、同行 について、アメリカには貿易金融専門の
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機関が存在 しないのみならず、同行が戦時期に政府の海外侵略政策の一大支柱であったとみてい

たから、政府 も同行の存続は無理と考えていたようである27)。そのため具体的な改組方式の検

討が始められ、またその間、GHQの 意向も次第に明 らかになった。すなわち、横浜正金銀行は

その国内資産負債を分離 して、それを新 しく設立される普通銀行に譲渡 した後、閉鎖機関と同様、

GHQの 監督の下で清算されることになった。ところが前述のように、当時は金融機関の再建整

備措置が考えられていた時期で もあ り、新銀行設立の具体化は暫 く見送 られていたが、その後、

横浜正金銀行新勘定の受入れ機関 として新銀行を設立することになった。新銀行 の行名は 「東京

銀行」とし、本店は旧横浜正金銀行東京支店所在地(東 京都中央区)、 資本金50百 万円と決まり、

株式募集 も順調に終了 した。こうして新 しい普通銀行 「東京銀行」が昭和22年1月 営業 を開始 し

た28)。

ロ)日 本興業銀行

日本興業銀行は、動産担保金融に特化 した特殊銀行 として40年 の歴史を有 し、 とくに戦時期に

おいては軍需産業向け融資に深 く関わっていた。同行は、戦後逸早 く新 しい情勢 に即応 した自行

のあ り方についての研究を始めた。そ してその結論は、 「今後平和的民需産業への切換え、或は

基礎産業の復興が本格化するにつれ、設備資金需要の喚起 は必然」であるが、わが国の実情では

近い将来、証券市場が急速に発達することは期待できず、また 「普通銀行の長期金融の分野への

進出は本来のあ り方に反する」ので、結局 「設備資金の調達方法 としては、長期金融機関による

のが最も妥当であり」その場合、長年、長期金融に携わって きた同行の技術と経験を生かすべき

ある、とい うものであった29)。

ところで、前述のように昭和23年6月 、GHQか ら大蔵省を通 じて、特殊銀行制度廃止の意向

が伝えられた。GHQは 、・特殊銀行に対 し①商業銀行あるいは普通銀行に改組す る、②債券発行

会社(金 融債を発行 し、その資金で一般の担保付貸付を行 うが、銀行業務は行わない)の いずれ

かを選択することを求めたのである。 このGHQの 意向に同行は大きな衝撃を うけたが、大蔵省・

日本銀行 もまたこの方針には反対であった。そこで同行 自身のみならず、大蔵省 ・日本銀行から

もGHQに 対 し翻意を求ある働 きかけが行われた。GHQの 最終決定は翌7月 に通告 されたが、

その内容は、基本的にGHQの 方針を変えないものの、上記の選択は2年 間、猶予 されるとい う

ものであった。 これは、 日銀総裁からGHQに 提出された意見書の内容とほぼ同趣旨のものであ

る30)。ところが、このGHQの 決定には重大な条件が付 されていた。それは、各特殊銀行が上

記の選択を行 うまでは、資本増加 も店舗の増設 も認めないとい うものであった。 しか し、前述の

金融機関再建整備措置において、6,939億 円の確定損失を計上 し(銀 行 ・信託会社全体の確定損

失の4分 の1に 当た り、1金 融機関としては最大)、 資本金全額を切捨てざるをえない状況であっ

たか ら31)、同行を存続 させるためには、結果的に上記いずれかの改組 を選択せ ざるをえない と

いうことになった。

ここにおいて 日本興業銀行は普通銀行に転換する決意を固あ、ただ前記の猶予期間(2年)だ

けは債券発行 を継続する、 といった内容の整備計画 を作成 した。 しか し、 この計画 をめ ぐる

GHQと の折衝 もなかなか進捗 しなかった。 当時の雰囲気について、GH:Qと の折衝に当た った

同行関係者が 「総司令部の本行に対する人気 は非常に悪 く、今にも興銀が潰されそ うな不安を禁

じ得なかった」と述懐 していた、と伝 えられている32)。

このように興銀のあ り方についてなかなか結論がでなかった背景には、その頃GHQに も、 日

本の設備金融のあり方について、迷いが生 じていたとい う事情があったように思われる。GHQ
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側には、長期資金の供給は株式や社債で行 うべきものとする考え方があったから、当初、企業へ

の設備資金供給に特化 した銀行とい う存在に理解がなかった。 しか しその後、米 ソ対立の激化か

らアメ リカ側にも日本経済の再建を急 ぐべきだとする声が高まり、GHQも そのためには長期資

金供給 のための銀行が必要であるとい う考え方に変化 してきたのであろう。興銀側 はこうした情

勢の変化を睨みながら、GHQに 対 し懸命の説得工作を続け、 日本銀行 もまたこれに協力 した。

そ して昭和23年11月 、漸 くGHQは 、興銀が長期金融機関として存続 し、債券発行 によって資金

を調達することを認めるに到った33)。

特殊銀行4行 のうち、前述のように横浜正金銀行は既に普通銀行 ・東京銀行を設立 していた し、

また次に述べるように、 日本勧業銀行 ・北海道拓殖銀行 もそれぞれ普通銀行(商 業銀行化)に 転

換 したから、事実上の長期金融機関として存続 したのは、日本興業銀行1行 ということになる。

ただ、 このことは単に日本興業銀行 という一経営体の命運とい う問題に止 まらない。それはやが

て 「長期信用銀行法」(昭 和27年 制定)の 基礎になったという意味で、戦後における日本の金融

制度形成のひとつの核となったからである。

ハ)日 本勧業銀行 ・北海道拓殖銀行

日本勧業銀行は、不動産を担保として農工水産業に長期資金を供給することを目的 として、ま

た北海道拓殖銀行は、北海道の拓殖事業 に長期資金を供給することを目的として、ともに明治30

年代に設立 された特殊銀行である。 しかも両行は、その性格 から戦時期においても軍需産業向け

融資が比較的少なかった。 したカ1って金融機関再建整備の影響も軽 く、とくに日本勧業銀行は大

銀行のなかで唯一、資本金の切捨てを免れた。

この両行は、特殊銀行制度廃止の際、前記、 日本興業銀行 とは異なり、比較的スムーズに普通

銀行の道 を選んだ。 もっとも日本勧業銀行は、当初は興銀 と同様、長期金融機関として生 き残る

ことを考 えた。 しかし、戦後イソフレー ショソが進行する過程で、債券発行に大き く期待できな

いとい う判断から、次第に預金業務に注力するようにな り、また貸付も一般企業向け短期融資が

増えて きた。こうして同行の実態は、GHQの 方針とは関係なく、商業銀行化 していった。 ここ

において、同行は約6千 人の行員 と約150の 店舗 とを維持 してい くためには、普通銀行の道を選

ぶ しかないと判断 し、昭和23年8月 、大蔵省に再建計画書を提出し、翌9月 にGHQの 承認を得

た34)。他方、北海道拓殖銀行の場合は、既 に戦時期か ら北海道銀行や北海貯蓄銀行 を合併 ・吸

収 し、営業規模を拡大 しながら普通銀行化が進行 していた。昭和18年(1943年)に は債券発行 も

停止 していた。 こうした状況から、同行の普通銀行転換はそ うした路線の延長線上 にあったとい

うことができる35)。

3)貯 蓄銀行

大衆の零細貯蓄の吸収を 目的と した貯蓄銀行の歴史は、明治13年(1880年)に 設立 された東京

貯蔵銀行か ら始 まった。その後、貯蓄銀行数は次第 に増加 したが、大正6年(1917年)の663行

をピー クにその数は急速に減少 した。この傾向は、昭和18年(1943年)の 「普通銀行等ノ貯蓄銀

行業務又ハ信託業務ノ兼営等二関スル法律」(以 下、 「兼営法」 とい う)に よって一層加速 され

た。 この法律は、戦時下における国民貯蓄動員体制として、普通銀行の機能をフルに活用 しよう

としたものであるが、それは結果的には貯蓄銀行の存在意義 を希薄にするものであった。 こうし

て戦後に残 った貯蓄銀行は、 日本貯蓄 ・鳥取貯蓄 ・青森貯蓄 ・青湾貯蓄の僅か4行 にす ぎない。
このなかで 日本貯蓄銀行は、戦争末期の昭和20年5月 、銀行合同政策の一環として、不動貯金 ・

安 田貯蓄 ・大阪貯蓄 ・日本貯蓄 ・東京貯蓄 ・内国貯蓄 ・日本相互貯蓄 ・摂津貯蓄 ・第一相互貯蓄
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の9行 の合併によって誕生 し、その時点での預金残高は90億 円であった36)。 これは当時の大銀

行 と肩を並べるものであった。 しかし、他の3行 はごく零細な規模であったから、戦後の貯蓄銀

行は、事実上、日本貯蓄銀行1行 といってよい状況であった。

さらに戦後イソフレー ショソの高進が、これら貯蓄銀行の経営を一層難 しくした。 日本貯蓄銀

行の場合は、マクロ的には急速 に信用膨張が進むという状況のなかで、預金残高が次第に減少 し

ている(21年1月 末、71億 円)。 こうした深刻な状況のなかで、21年12月 、 日本貯蓄銀行は金融

制度調査会に対 し 「貯蓄銀行制度改善二関スル意見」を提出 した。その内容は、①貯蓄銀行業務

については 「兼営法」を廃止 して専業機関の扱いとす る、② 日本貯蓄銀行に残存貯蓄銀行を合併

す るとともに、無尽会社等の貯蓄機関たる機能 も移管 し、日本貯蓄銀行を全国的 ・一元的な貯蓄

専業機関とす る、③年金貯金制度の創設など貯蓄銀行業務を拡充する、・とい うものであったbし

かしこれは、当時、独占禁止 ・経済力集中排除 といった占領政策が強力に推進 されていた状況の

下では、到底実現 しえないものであったとい うべきである。事実、翌22年2月 に出された金融制

度調査会の結論は、貯蓄預金業務は残すものの、貯蓄銀行法は廃止するとい うもので、上記の日

本貯蓄銀行法の提案にはむ しろ逆行するものであった37)。

その うえ、前述の金融機関再建整備措置が貯蓄銀行を一段 と苦境に追い込 んだ。その大 きな要

因は、日本興業銀行発行の興業債券が旧勘定に分類されたことである。貯蓄銀行はその性格上、

有価証券保有比率が高 く(日 本貯蓄銀行の場合、20年9月 末の総資産に占める有価証券比率88%)、

そのなかに多額の興業債券が含 まれていた。実は、金融機関再建整備のなかで興業債券をどう扱

うかは当時大 きな論議 となったが、結局、 日本興業銀行への政府補償を極力圧縮するとい う観点

から、金融機関保有の興業債券は旧勘定に分類 されることになった。 しか しこの処理は、貯蓄銀

行の損失を大 きくした。結局、日本興業銀行は政府補償をうけることなく最:終処理を行ったが、

日本貯蓄 ・鳥取貯蓄 ・青森貯蓄の3行 は資本金の全額切捨てを行った うえ、政府補償を受けざる

をえなかった38)。

日本貯蓄銀行は、こうした状況のなかで、貯蓄銀行に将来性はな く、 したがって普通銀行に転

換す る道を選ばざるをえないと考えるようになり、昭和23年7月 「協和銀行」と行名を改め、普

通銀行 として新 しい出発を始めた。また同年12月 、鳥取貯蓄銀行が 「因伯銀行」、翌24年1月 に

は青森貯蓄銀行が 「青和銀行」 と改称 し、いずれも普通銀行に転換 した。 さらに同年2月 に最後

の貯蓄銀行、青湾貯蓄銀行が青森商業銀行に吸収合併 された39)。こうして 日本の貯蓄銀行は70

年の歴史に終止符を打った。

それまで貯蓄銀行が果たしてきた役割は、前述の 「兼営法」によって普通銀行に継承された。

しかし、大衆の零細貯蓄を吸収するための民間の専門金融機関を欠 く金融制度は、欧米先進国に

はみられない。その意味で日本の戦後の金融制度は、かな り特異なものになったとい うことがで

きる。 このことは、日本の戦後金融にどのような影響、どのような意味を持 ってきたであろうか。

この点は、これまであまり論 じられてこなか ったが、 もっと注目されて よい論点のひとつではな

いかと、筆者は考えてい る。ただ、 ここでは この問題に深入 りする余裕はないので、単に筆者の

問題意識を述べるに止めたい。

4)信 託会社、その他

日本における信託会社は、大正11年(1922年)の 「信託法」および 「信託業法」の制定に始 ま

り、長期金融機関として特異な地歩を固めてきたが、戦時期に入 ると、昭和18年 の前述 「兼営法」

によって、銀行 と信託会社 との合併が行われ るようになった。その結果、終戦時の専業信託は、
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三井 ・住友 ・三菱 ・安田 ・第一 ・川崎 ・日本投資の7社 のみであった。 これ ら信託会社は、貯蓄

預金と類似 した性格を持つ金銭信託を主業務としていたので、前述の貯蓄銀行と同様、戦後イソ

フレー ショソの進行 とともにその資金量が減少す るという、苦 しい状況に陥った。そのため、新

しいタイプの金銭信託を始めたものの局面 を打開するには到 らず、また 「信託業法」 を改正 して

新 しい業務分野を開拓 しようという試み も成功 しなかった。 さらに昭和23年4月 の 「証券取引法」

改正によって、それまで信託会社が取扱 ってきた証券の引受業務や売買代理業務は、国債 ・地方

債 ・政府保証債以外については認められないことになった。 このように信託会社の前途がますま

す混迷の度を深めていた矢先の同年6月 、GHQか ら 「信託会社が銀行業務 を兼営 しては」 とい

う提案が示 された。信託会社側は、これを極めて魅力的な提案 と考え、ただちにそれ を受諾する

ことになった。 こうして前記、7信 託会社の うち日本投資信託を除 く6社 は、同年7～8月 、以

下のように 「信託銀行」 として新発足 した。

昭和23年7月12日 第一信託会社 → 第一信託銀行

〃 日本信託会社(22年8月 、川崎信託会社が改称)

→ 日本信託銀行

〃 三菱信託会社 → 朝 日信託銀行

〃 住友信託会社 → 富士信託銀行

〃 三井信託会社 → 東京信託銀行

〃 安田信託会社 → 中央信託銀行

ただ1社 、信託会社 として残った日本投資信託は、昭和25年1月 、東京信託銀行に合併 され、

ここに信託会社は、日本の金融制度の中か らその姿を消 した40)。

いわゆる 「営業無尽」は、明治30年 代か ら次第に盛んにな り、中小商工業者や庶民のための金

融機関として発展 してきた。大正4年(1915年)に は 「無尽業法」が制定 されたが、当時、無尽

を営む会社 ・個人の数 は、2,300を 超えていた。その後昭和6年(1931年)に は、無尽業者は株

式会社に限定され、また戦時期には政府の整理統合政策が推進 されたこともあって、その数 は次

第に減少 し、戦後の昭和20年 末における無尽会社数は56社 となっていた。それだけではな く、無

尽会社の実態 も変化 した。というのは、戦時期の貯蓄奨励運動や、定期預金 と類似の 「貯蓄無尽」

の取扱い開始 によって、無尽会社 は次第に貯蓄吸収機関 としての性格を強め、昭和17年 頃には

「無尽会社の貯蓄銀行化」がいわれるようになっていた。戦後は、 さらに普通預金 ・定期預金 ・

預金担保貸付ができるようにな り、さらに昭和24年 「みな し無尽」41)が認められ るようになっ

て、無尽会社の 「銀行化」は一層進 んだとい うことができる。 しかし、戦後の金融制度改革のな

かで無尽会社をどう位置づけるかについて、GHQや 政府の方針はなかなか決まらなかった。結

局、大部分の無尽会社が相互銀行 に転換するための 「相互銀行法」が制定 されたのは昭和26年

(1951年)で ある42)Q

市街地信用組合は、戦時期の昭和18年 に制定 された 「市街地信用組合法」によって設立 された

協同組合組織の金融機i関で、その歴史 は明治30年 代に始まっている43)。戦後の日本経済の復興

に当たっては、傾斜生産方式の下で、まず基幹産業の再建に優先度が与えられたが、やがて中小

企業問題の深刻 さも放置できない状況となった。そ こで中小企業金融の円滑化のために、市街地

信用組合の資金を活用 しようという声が強まった。 こうした情勢を背景に、昭和24年(1949年)

6月 、 「中小企業等協同組合法」が制定された。実は、この法律制定の過程で、信用事業 を営む

協同組合については別の法律を制定すべきだとする意見 もあったが、この意見は実現 しなかった。
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こうして、従来の市街地信用組合のほか、その他の信用事業を営む協同組合をも含めて、 「中小

企業等協同組合法」に基づく 「信用組合」(法 律上、正式には 「信用協同組合」)が 発足 した。

その後昭和26年 に 「信用金庫法」が制定 され、かな り多くの信用組合が同法に基づ く 「信用金庫」

に転換 したが、その他は協同組合であると同時に金融機関である、 とい う特異な性格を持 ったま

ま、今 日に到っている44)。

中小企業金融を支援する目的で、昭和11年(1936年)に 設立 された商工組合中央金庫45)も、

戦後の金融機関再建整備処理や金融債発行停止によって苦境 に陥 ったが、昭和23年4月 に設定さ

れた日本銀行 の中小企業金融関係別枠融資制度46)の利用、さらに翌24年 以降の地方公共団体資

金預託や財政資金預託等に助け られて、その苦境 を乗 り越 えることがで きた47)。その後、昭和

25年3月 の 「銀行等の債券発行等に関す る法律」の制定によって金融債発行が再開されたが、商

工組合中央金庫は金融債発行による資金調達の比重が高いだけに、 この金融債発行は同金庫の活

動を軌道に乗せるうえで、大 きく貢献 した。

最後は、農業系統金融機関である。昭和18年(1943年)制 定の 「農業団体法」によって設立さ

れた農業会は、 「農会法」(明 治32年 制定)に よる農会と 「産業組合法」(明 治33年 制定)に よ

る産業組合とが統合されたもので、戦時期に入 ると農業統制のための機関として機能するように

なった。 ところで終戦問 もない昭和20年12月 、GHQは 農地改革の指令 とともに、農業会の解体

と農業協同組合の設立を示唆 した48)。そのため 日本政府は、・昭和22年 「農業協同組合法」を制

定 して農業団体を再編成 し、そのなかで現在のような農業系統金融機関ができあがった。 このよ

うな組織の改変だけでなく、戦後 になると農業金融の実情 も大きく変化 した。戦前における農業

向け資金供給は、日本勧業銀行 ・北海道拓殖銀行 を中核とする農地担保金融、農業会による短期

貸付のほか、地主の貸付、米穀商 ・肥料商による生産見返 りの前貸など、多様なルー トが存在 し

ていたが、戦後における農地改革や経済統制によって、そ うした戦前の農業金融方式は崩壊 し、

農業金融はほとんど系統機関に集中する状況になった。 この間、農林中央金庫のあ り方をめ ぐる

論議はなかなか纏 まらなかった。結局、同金庫が再建整備を完了し、旧出資金65百 万円を切 り捨

て、民間のみの出資金4億 円をもって新発足 したのは昭和23年(1948年)4.月 である49)。 こう

して農林中央金庫を頂点 とす る、現在の農林系統金融機関の体制が形成された。 しか し当時 これ

ら系統機関は、その資金吸収力が弱 く、短期営農資金の需要に充分応 えることができず、その後

の農業金融も日本銀行信用に依存せざるをえなかった。 こうした状況か ら、翌24年 夏頃から、見

返資金による農林中央金庫への出資が検討されるようにな り、前述の 「銀行等の債券発行等に関

す る法律」による金融債発行再開を機に、同金庫に対する20億 円の同資金による優先出資 と4億

円の所属団体 による増資引受が実現 した(新 出資金28億 円)50)。 こうした増資 と金融債発行再

開によって農林中央金庫の資金繰 りは、漸 く好転するようになった51)。

IIL「 結び」 に代 えて一 西 ドイツの ケースと比較 しなが ら

敗戦とい う事態を迎えて、日本の金融 制度や金融構造に大 きな変動が起 こることは、当然予想

されたことではあったが、それにしても、実際に生 じた変動は生易 しいものではなかった。その

変動の要因は複雑かつ多様なものであった。 まず敗戦による社会や経済の混乱があった。 また激

しいイソフレーショソの進行があった。財閥解体 ・農地改革などによる社会構造の変化 もあった。

これらはすべて、市中金融機関を取 り巻 く経営環境を激変させた要因である。 しかしこうした要

因以上に、市中金融機関を大 きく動揺 させたのはアメリカの占領政策であった。
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金融制度をめ ぐるアメリカの占領政策の基本には、 「経済の民主化」とい う考え方があった。

当初アメリカ側は、それを実現する方法はアメリカ式の金融制度を日本に導入す ることである、

と考えていた。 占領初期 においてGHQが 示唆 した改革案、例 えば、中央銀行の政策決定部門と

政策執行部門の分離、長期金融を担当す る銀行制度の否認、大銀行の分割、、といった改革案にそ

れをみることができる。 しかしこうしたGHQの 改革案については、対象 となる金融機関だけで

な く日本政府や日本銀行でも、 日本の実情にマ ッチしない改革案 との考え方が強かった。そのた

め日本側は、GHQに 対 し日本の実情 についての理解を求めながら再考を促す努力を続けた。実

は、日本の金融制度改革については、当時のGHQ内 部にもいろいろな考えがあって必ず しも統
一されていなかった。 しかもそ うした改革論議を重ねているうちに、国際情勢の変化 によってア

メリカの対日政策が変更 されるという事態 もあって、 日本側の対GHQ工 作がかな り成功を収め

たことは、本稿の叙述からもある程度推察で きるであろ う。

ところが同 じよ うに敗戦国となった西 ドイツの金融制度改革では、日本の状況とかなり異なる

結果になった。まず中央銀行制度について、占領軍は地方分;権的な制度を採用 し、1947年1月 ～

48年2月 にかけて11の 州中央銀行(Landeszentralbanken)が 、次いで48年3月 には、州中央

銀行の中央銀行と して ドイッ ・レソダーバソク(BankdeutscherLander)が 設立 された。こ

れは、アメリカの連邦準備制度(FederalReserveSystem)に 類似 した制度である。 またベ

ルリソに本店を持ち、全国に多数の支店を有 していた ドイツの三大銀行、 ドイツ銀行(Deutsche

Bank)・ ドレスナー銀行(DresdnerBank)・ コソメルッ銀行(Commerzbank)は 合計30

に分割 され、 しかも各後継銀行はその所在地の州内のみで営業が認め られ ることになった。 これ

も、アメリカのユニ ット・バソキソグ・システム(unitbankingsystem)の 考え方を採用 した

もの、ということができる。なお1957年 、これら旧三大銀行の再統合が実現 し、また中央銀行制

度 も改められて、単一の中央銀行 として ドイツ連邦銀行(Deutsche'Bundesbank)が 設立 さ

れた。

このように西 ドイツの金融制度改革が、 日本の場合 と大きく異なったのはなぜであろうか。そ

こにはいろいろ事情があったとしても、その大 きな要因には西 ドイッと日本の占領方式の違いに

あったと思われる。すなわち西 ドイツの場合は、アメリカ ・イギ リス ・フラソス三国による分割・

直接統治であった。これに対 し日本の場合は、アメリカ軍 による間接統治、つまりGHQが 日本

政府に指令 を発 し、それを日本政府の名 において実行 させるという方式であった。 もちろん当時

GHQの 指令 は、ほとんど絶対的なものではあった。 しか し間接統治方式であったから、 日本政

府がGHQに 対 し、日本の実情を説明して再考を求める余地が全 くなかったわけではない。事実、

日本側のGHQに 対する働 きかけがしば しば行われた ことは、本稿でも述べたとお りである。そ

うした働 きかけは、時には書面で、』また時には口頭で行われ、さらにはそ うした正面からの説得

工作のほかに関係者によるロビー活動 もかな り活発であったといわれている52)。

それに しても、GHQと の交渉に当たった関係者の労苦は計 りしれないものがあったであろう。

改革の対象になった市中金融機関にとって、時にそれは組織の生残 りをかけた ような交渉 もあっ

た。政府や 日本銀行の関係者にとって も、交渉相手はほとんど絶対権力ともい うべき占領軍の担

当官であった。当時、GHQと の交渉に当たった記録や証言は、そ うした労苦を生々しく伝えて

いる。例えば、過度経済力集中排除法を金融機関に適用 しないよう交渉に当た った大蔵省の渡辺

武(後 の財務官)は 、その交渉が成功裡に終わった 日(昭 和23年7月31日)の 日記 に、GHQの

交渉相手の一人(ル カウソ ト)に 結果についての礼をい うとともに 「昨年十一月以来の長い闘争
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(longstruggle)で あったと話 し合 う」と書いている53)。

ただ先にも述べたように、終戦から数年の期間に行われた金融制度改革は、やや中途半端なも

のであり、その本格的改革は昭和20年 代半ば以降に持ち越 された。その意味で、本稿が対象 した

期間は、戦後における金融制度改革の序章 ともいうべ きものであった。

なお最後に参考までに、終戦直後とその4年 後の昭和24年 末における、市中金融機関の業態別

資金量を別表に掲げる。

(別表)
市中金融機関の資金量

(単位 ・百万円)

昭 和20年 末 昭 和24年 末 資金量残高

行数ω 資金量残高(2)(A) 行 数(1) 資金量残高(2)(B) 伸び率(B/A)(倍)

全 国 銀 行 69 132,802 74 814,936 6.14

普 通 銀 行 61 102,348 74 723,694 7.07

大 銀 行 8 64,134 11 470,434 7.34

地 方 銀 行 53 38,134 54 241,003 6.31

信 託 銀 行 一 一
6 12,255 一

貯 蓄 銀 行 4
ノ

7,432 『 『 一

旧 特 殊 銀 行(3) 4 23,020 3 91,242 3.96

無 尽 会 社 58 2,080 58 30,448 14.64

市 街 地 信 用 組 合
信 用'協 同 組 合 312 2,895 390 21,538 7.44

市 町 村 農 業 会
市町村農業'協同組合 11,547 22,892 13,048 128,888 5.63

農林中金 ・商工中金 2 13,337 2 32,171 2.41

(注)(1)市 街地信用組合(昭 和24年末は信用協同組合)、市町村農業会(昭 和24年 末は市町村農業協

同組合)に ついては報告組合表

(2)資 金量は預貯金銭高のほか、以下のものを含む(な お信託銀行は銀行勘定のみ)
イ.全 国銀行、旧特殊銀行、農林中金、商工中金…債券発行高
ロ.無 尽会社…未給付口掛金

(3)昭 和20年末…興銀 ・勧銀 ・北拓 ・横浜正金

昭和24年末…興銀 ・勧銀 ・北拓
(資料)日 本銀行統計局 『本邦経済統計』(1951年版)

79



(注>

1)こ の項について、詳 しくは下記を参照。

一 拙稿 「戦後復興期の金融構造(1)一 戦後イソフレーシ
ョソとその対策 一」(『 文教大学国際学部紀要』

第10巻 第1号,1999年)

拙稿 「戦後復興期の金融構造(2)一 復興金融の展開と問題点一」(『 文教大学国際学部紀要』第10巻 第2号 ,

2000年)

2)こ の 「覚え書」および閉鎖すべき金融機関のリストは、下記に含まれている。

一SupremeCommanderfortheAlliedPowers
,丑 ∫s'07yoノ魏8ノ〉α¢一痂1∫'αη ノ1c'漉漉 ∫o∫漉8

0α雛z'伽o∫ ノσ伽,1945～1951,η01.39,M餾 ア〃毎Bα 庸 ㎎

武藤正明訳 『GHQ日 本 占領史39金 融』日本図書セソター,1997年,付 録2

3)金 融制度をめぐる占領政策については、下記が詳細な検討を行っている。

一 浅井良夫 厂占領期の金融制度改革と独占禁止政策」(成 城大学 『経済研究所年報』第2号
,ig89年)

4)大 蔵省財政史室 『昭和財政史 終戦から講和まで』(11)東 洋経済新報社,1983年,pp.34～36

5)日 本銀行百年史編纂委員会 『日本銀行百年史』(第5巻)日 本銀行,1985年 ,pp.61～62

6)同 上,pp.65～66

7)こ の部分の表現は必ず しも厳密ではない。厳密には金融機関再建整備法第24条 を参照。

8)以 上の金融機関再建整備の経過については、大蔵省財政史室 『昭和財政史 終戦から講和まで』(13)東 洋経

済新報社,1983年,pp.240～327

9)日 本銀行統計局 『本邦経済統計』日本銀行,1948年

10)「 地 方銀行」という用語は明治期から使われていたが、その概念は当初必ずしも明確ではなかった。しかし昭

和11年 、全国地方銀行協会が設立された際、東西のシソジケー ト銀行団以外の中小銀行を意味する概念として

明確化された。
一 土屋喬雄監修 『地方銀行小史』全国地方銀行協会

,1961年,pp.4～7

11)戦 争末期になって資金統合銀行が設立されると、大銀行はこの銀行から多額の借入れをしながら軍需融資を続

け、そのまま終戦を迎えたが、戦後、GHQの 命令によって資金統合銀行が閉鎖されたので、』同行からの借入

れは形を変えて日銀からの借入れになった。

一 前掲 『日本銀行百年史』.(第5巻)pp.28～29

12)日 本銀行調査局特別調査室 『満州事変以後の財政金融史』 日本銀行調査局,1948年,p.772

13)前 掲 「戦後復興期の金融構造(1)一 戦後イソフレーショソとその対策一」

14)前 掲 『昭和財政史 終戦から講和まで』(13)pp.303～304

15)同 上,pp.311～312

16)厂 第 四銀行 鈴木正二氏との座談会」(地 方金融史研究会 『続地方銀行史談』第4集 ,全 国地方銀行協会,

1992年)P.83

17)前 掲 『昭和財政史 終戦から講和まで』(13)pp.313～314

18)富 士銀行調査部百年史編さん室 『富士銀行百年史』富士銀行,1982年,p,651

19)地 方 金融史研究会 『戦後地方金融史 〔1〕成長の軌跡』東洋経済新報社,1994年 、p .50

20>前 掲 「占領期の金融制度改革と独占禁止政策」

21)三 井銀行八十年史編纂委員会 『三井銀行八十年史』三井銀行,1957年,pp .337～343

22)大 月高 ・金融行政研究会監修 『実録 戦後金融行政史』金融財政事情研究会,1985年,pp.210～211

23)地 方金融史研究会 『戦後地方金融史 〔II〕銀行経営の展開』東洋経済新報社,1994年,p.30

24)昭 和29年6月10日 「第8回 全国銀行大会における大蔵大臣講演」(全 国銀行協会連合会 『金融』1954年6月 号)

25)前 掲 『GHQ日 本占領史39金 融』pp.22～23

26)日 本銀行調査局 「戦後わが国金融制度の再編成(昭 和二十年八月一二十七年)」(日 本銀行金融研究局 『日本

金融史資料 昭和続編』第10巻,大 蔵省印刷局,1981年)p.22'

27)昭 和20年12月21日 の金融制度調査会第一部会における山際委員(大 蔵次官)の 発言

一 金融制度調査会 「金融制度調査会第一部会議事記録(第 三回)」(昭 和20年12月21日)(日 本銀行金融研究

所 『日本金融史資料 昭和続編』第19巻,大 蔵省印刷局,1989年)p.22
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28)東 京銀行 『横浜正金銀行全史』(第1巻)東 京銀行,1980年,pp.107～111

29)日 本興業銀行臨時史料室 『日本興業銀行五十年史』 日本興業銀行臨時史料室,1957年,p.756

30)日 本銀行からGHQに 提出された意見書の概要は、次のようなものであった。

①日本興業銀行が将来、普通銀行になることは妥当であるが、資本市場の未発達な日本の現状、同行の現状か

らして、いま直ちに普通銀行に改組することは不適当である。

② したがって経過的措置として、同行が一定の制限の下に、今後2年 を限り預金銀行が債券発行を行いうるよ

うにするのが妥当である。

一 同上,p.763

31)前 掲 『昭和財政史 終戦から講和まで』(13)pp.302～303

32)前 掲 『日本興業銀行五十年史』p.764

33)同 上,pp.761～771

34)日 本勧業銀行調査部 『日本勧業銀行七十年史』 日本勧業銀行,1967年,pp.42～44

35)北 海道拓殖銀行 『北海道拓殖銀行史』北海道拓殖銀行,1971年,p.268

36)協 和銀行行史編集室 『協和銀行史』協和銀行,1969年,p.3

37)協 和銀行行史編集室 『本邦貯蓄銀行史』'協和銀行,1969年,pp.273～274

38)前 掲 『昭和財政史 終戦から講和まで』(13)pp.304～305

39)前 掲 『本邦貯蓄銀行史』pp.282～283

40)前 掲 「戦後わが国金融制度の再編成(昭 和二十年八月一二十七年)」pp.46～48

41)み な し無尽一 本来の無尽は、一定の口数をもって 「団」を組織 して定期的に一定の掛金を払込ませ、一口ご

とに抽選または入札によって加入者に一定の金額を給付するものであるが、 「みなし無尽」は 厂団」を廃止 し、

加入者に適時に給付を行うことを認めたものである。

42)前 掲 「戦後わが国金融制度の再編成(昭 和二十年八月一二十七年)」pp.141～144

43)明 治33年 の 「産業組合法」に基づ く信用組合は、主として農村において普及発展したが、大正6年 の同法改正

により、都市における信用組合の発達を図るため、市街地信用組合制度が創設された。

44)前 掲 「戦後わが国金融制度の再編成(昭 和二十年八月一二十七年)」pp.145～149

45)商 工組合中央金庫は、その出資金が民間 ・政府双方の出資から成 り立っているだけでなく、その活動について

政府の援助を受けることも多いので、政府系金融機関として分類されることが少なくないが、その金融活動の

性格 ・実態は、民間金融機関のそれに近い。

46)中 小企業金融関係別枠融資制度一 商工組合中央金庫が、中小企業を対象とし、生活必需物資の生産配給資金、

貿易手形、輸出見越生産資金、重要産業の関連産業資金について短期融資を行った場合、目本銀行がその融資

手形等を担保にして、一般貸出とは別枠での貸出に応ずるもの。この制度は、設定された翌月(23年5月)、

日本興業銀行、日本勧業銀行にも適用され、またその後、制度内容の拡張が行われた。

一 前掲 『日本銀行百年史』(第5巻)pp .186～188

47)商 工組合中央金庫調査部 『商工組合中央金庫二十年史』商工組合中央金庫調査部,1960年,p.384,pp.

410～411

48)MemorandumSCAPIN-411(CIE):6-11RURALLANDREFORM,December9,1945(大 蔵省財政史室

『昭和財政史 終戦から講和まで』(20)東 洋経済新報社,1982年)pp.338～339

49)前 掲 「戦後わが国金融制度の再編成(昭 和二十年八月一二十七年)」pp.27～30
『50)見返資金一 終戦後のアメリカの対日援助に見合って、日本政府がその ドル額と等額の円資金を積み立てたも

ので、その実態はアメリカの対日援助物資の国内払下げ代金である。

優先出資一 議決権がないが、利益の配当および残余財産の分配についての優先権を有し、かつ利益または増

資によって償還 しうる特殊な出資形態。

51)『 農林中央金庫史』(第4巻)農 林中央金庫調査部,1951年,pp.126～127,p.213

なお農林中央金庫の政府出資は、昭和34年7月 、全額消却済みとなり、以後、同金庫の出資金は全額民間

出資となった。

52)前 掲 『実録 戦後金融行政史』p.155,pp.164～165

53)前 掲 『昭和財政史 終戦から講和まで』(13)p.302
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